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経済対策の効果と財政の中期展望 

～公共事業と現金給付のシミュレーション分析～ 

 

企画調整室（調査情報室） 鈴木 克洋 

 

１．はじめに 

平成22年度政府経済見通し1では、平成21年度の実質経済成長率は▲2.6％、

平成 22 年度は 1.4％という見通しが示されている。この見通しは、平成 20 年

秋以降の世界同時不況による大幅な経済悪化に対して講じられてきた累次の経

済対策や平成 22 年度予算における各種施策も織り込まれたものとなっている。

今回の政府見通しでは、民需の自立的な経済回復基調をたどるというよりも海

外経済の回復に伴う輸出の増加という外需要因に加え、内需では各種の経済対

策の効果に依存するという公的関与の色濃い経済成長という構図がみられる2。

また、平成 21 年度２次補正予算、平成 22 年度予算の審議において経済対策の

ＧＤＰ押上げ効果が議論のテーマの一つとなった。そこで、本稿では、こうし

た経済対策の効果について、公共事業と子ども手当といった現金給付の２つの

施策を例に、各施策の波及経路の考え方を整理するとともに、経済対策が対象

とする１～２年先よりも長い期間でみた経済財政への影響についても展望する。 

 

２．累次の経済対策によるＧＤＰの押上げ効果 

図表１は、平成 20 年度以降に策定された経済対策等である。これら施策につ

いては、直接的もしくは間接的に平成 21､22 年度の経済に影響を及ぼすことに

なる。なお、図表に掲げられた各経済対策の効果は、政府発表の試算値である。 

まず、福田内閣で策定された①『安心実現のための緊急総合対策』(平

20.8.29)、麻生内閣の②『生活対策』(平 20.10.30)及び③『生活防衛のための

緊急対策』(平 20.12.19)の３つの対策を合わせて平成 21 年度実質ＧＤＰを

1.0％程度押し上げる効果が3、また麻生内閣の④『経済危機対策』(平 21.4.10)

では、平成 21 年度実質ＧＤＰを 1.9％程度、平成 22 年度以降まで含めると全

体で 2.9％程度押し上げる効果が見込まれていた。 

                         
1 『平成 22 年度政府経済見通しと経済財政運営の基本的態度』（平成 22 年１月 22 日） 
2 経済見通しについて詳しくは、竹田智哉「デフレが重石となり低迷が続く我が国経済～平成

22 年度政府経済見通し～」参議院企画調整室『立法と調査』第 301 号（2010 年２月）参照。 
3 福田内閣の経済対策である①『安心実現のための緊急総合対策』単体では、施策実施後１年

間で実質ＧＤＰ0.2％程度の押上げ効果（公共投資）を見込んでいた。 
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図表１ 各種経済対策による実質ＧＤＰ押上げ効果（政府試算値） 

執行停止(A) (A)＋(B)

平成２１年度 1.9% ▲ 0.2% 0.1% ▲ 0.1%

平成２２年度 ▲ 0.1% 0.6% 0.4%

平成２３年度 ▲ 0.1% - ▲ 0.1%

計 2.9% ▲ 0.4% 0.7% 0.3%

総事業規模 １１．５兆円 ２６．９兆円 財政上の対応:１０兆円 ５６．８兆円 ２４．４兆円
国費 ２．０兆円 ５．０兆円 金融面での対応:３３兆円 １５．４兆円 ▲２．９兆円 ７．２兆円

予算措置 平20年度1次補正 平20年度2次補正 平21年度当初 平21年度1次補正

内閣 福田内閣 鳩山内閣

実質GDP
押上げ効果

「経済危機対策」
(平21.4.10)

「緊急経済対策」(B)
(平21.12.8)

麻生内閣

「生活対策」
(平20.10.30)

平21年度2次補正

「生活防衛
　　　　　緊急対策」
         (平20.12.19)

1.0%

-

1.0%

-

「緊急総合対策」
(平20.8.29)

1.0%

① ② ③ ④ ⑤

 

（注１）四捨五入のため、計において一致しない。 
（注２）経済対策の名称は一部簡略化した。 
（出所）参議院予算委員会要求資料、内閣府『平成 21 年度経済見通し暫定試算(内閣府試算)

について』(21.4.27)、内閣府『｢明日の安心と成長のための緊急経済対策｣の経済効果
について』(21.12.25)等から作成 

 

そして、政権交代後の鳩山内閣で策定された⑤『安心と成長のための緊急経

済対策』(平 21.12.8)は、平成 21 年度を 0.1％程度、平成 22 年度を 0.6％程度

押し上げることを見込んでいる。ただし、鳩山内閣では麻生内閣時の④『経済

危機対策』の執行見直しにより一部を執行停止にしており（平 21.10.16）、こ

れにより⑤『安心と成長のための緊急経済対策』の効果は一部相殺される。 

こうした経済対策による実質ＧＤＰの押上げ効果は、経済対策の策定ごとに

上乗せされる。例えば、平成 22 年度の政府経済見通しにおける平成 21 年度の

実質ＧＤＰ実績見込みには、論理的には①から⑤までの経済対策の効果が積み

上げられたものである。ただし、経済対策の策定に当たっては、これまでの対

策効果の検証は必ずしも行われているとはいえないことに加え、策定時点で公

表されている指標等を前提として効果が試算されているため、各経済対策効果

の試算値を単純に合計したものを累次の経済対策全体の効果とみることはでき

ない点には注意が必要である。 

視点を変えて、図表１の政府試算値を実質ＧＤＰ水準に置き換えて経済効果

をみたものが図表２である4。上向き矢印は、政府が試算する経済対策の押上げ

効果を表す。麻生内閣では、累次の経済対策の効果について１％超の実質ＧＤ

Ｐ押上げ効果を見込んでいたものの、平成 20 年秋以降の急激な経済の落ち込み

の中において、これらの効果は景気浮揚というよりも、経済をより悪化させな 

                         
4 本図表は、あくまで政府の経済見通しから政府の経済対策効果の試算値を割り引いて作成し

たものである。 
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図表２ 経済対策の効果（イメージ） 
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（注１）実質ＧＤＰは、各政府経済見通し等の公表時点で利用可能であった実質ＧＤＰ実績額

に、各経済見通し等で示される成長率見通しを乗じて算出した試算値。 

（注２）各種経済対策がない場合のＧＤＰは、注１で算出した試算値から、政府による押上げ

効果の試算値を割り引いて算出した。なお、22 年度当初予算による経済効果は公表され

ていないため、その効果を除いたケースは作成していない。 

（出所）各年度政府経済見通し等から作成 

 

いという下支えの効果と理解すべきものである。鳩山内閣における⑤の経済対

策は平成 22 年度の経済をわずかに押し上げる程度の効果でしかない。 

なお、鳩山内閣における平成 22 年度政府見通し(赤実線)自体には、平成 22

年度予算における家計支援施策等の効果が含まれているとされているが、どの

程度経済の押上げ効果があるのかについては、具体的な数値が公表されていな

いため不明である。菅財務大臣は、平成 22 年度予算に盛り込まれた「子ども手

当」の経済効果について、平成 22 年度のＧＤＰを１兆円程度、成長率で 0.2％

程度押し上げると見込んでいるとするが5、同時に削減された公共事業費などの

経済下押し効果も含めた全体の影響は不明である。なお、平成 22 年度予算の経

済効果については４節で検証する。 

 

３．経済対策の波及経路と効果 

ところで、政府の実施する経済対策はどのような経路をたどって経済に影響

を与えるのだろうか。図表３は経済対策がどのように波及していくのか、政府

部門、企業部門、家計部門の３部門間の経路を中心にイメージしたものである6。 

                         
5 第 174 回国会衆議院本会議録第６号（平 22.2.2）21 頁 
6 本図表は、議論を単純化するため、一般的な経済波及経路のみを図示したものであり、以下

<拡大図> 
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図表３ 経済対策の波及経路（イメージ図） 
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（出所）筆者作成 

 

本節では、経済対策として(1)従来型の公共事業を行った場合と(2)「子ども

手当」のような家計部門への直接支援（＝現金給付）の場合の２つをみる7。な

お、いずれの場合も必要な資金は公債発行で調達するとし、物価変動の影響は

捨象した8。 

まず、(1)従来型の公共事業の場合である9。①政府部門は工事の対価として

企業部門へ公共事業費が支払われる。②企業部門では工事にあたって必要な原

材料の調達や設備投資が企業間で行われ、これに伴い企業部門では売上・利益

が増加する。③企業部門の増益が家計部門へ賃金等として波及し、この収入増

を基に消費を行う10と考えられる11。このとき、国民経済計算上では、①の公共

                                                                        
の記述も波及経路を単純化した議論である。 
7 このほか、ローン減税等による住宅支援対策も重要な経済対策であるが、割愛した。 
8 経済効果は実質ＧＤＰでみることが多いが、経済政策は名目額で行われる。このため、経済

効果には名目と実質の差である物価も影響する。物価は様々な要因によって決まりその傾向は

一概に言えないため、本稿では捨象した。なお、平成 22 年度の政府経済見通しでは民間最終

消費支出は名目▲0.2％、実質 1.0％の成長率である。経済対策は名目で見積もられるにもかか

わらず、名目消費が伸びずに実質消費のみが成長するのは、政策効果というよりもむしろ物価

下落によるものとの見方もできる。 
9 本稿では公共事業を取り上げたが、義務教育など政府が提供する公的サービス（政府消費）

も基本的には同じ波及経路をたどる。ただし、国民経済計算上、２年目以降、公共事業で整備

した社会資本から固定資本減耗が発生するという違いがある。 
10 賃金等は、一部は貯蓄されるため、すべて消費にはまわらない（(2)の場合も同様）。所得の

うち消費に回す割合が「平均消費性向」である。総世帯のうち勤労者世帯における平均消費性

向は平成 21 年では 73.9％となっている（総務省「家計調査報告」。長期的な四半期別のトレン
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事業費、②のうちの設備投資12、③の消費の合計がＧＤＰ額となる。 

一方、(2)の家計部門への現金給付の場合、①財政からの支出であっても政府

部門から家計部門へ所得が移転するものでしかなく、この時点では、最終需要

額を表すＧＤＰには算入されない。②一方、給付を受けた家計部門は所得の増

加によって消費を増やす。③消費の増加により企業活動が活発化し増収・増益

となり設備投資が増加する、さらにこれが家計部門へ賃金等として波及すると

考えられる。このときは、(1)の場合と違って、②と③の消費と設備投資のみが

ＧＤＰに算入されることになる。 

つまり、両者それぞれに同じ金額の財政支出をした場合を考えるならば、国

民経済計算上、財政支出がそのままＧＤＰに算入される(1)のケースの方が、当

然経済効果が大きくなる。例えば、財政支出を 100 とした時、(1)の場合はその

後の各部門への波及を加味しなくても 100 だけＧＤＰを押し上げることになる

が、(2)の場合は、家計部門の消費性向に依存しており、最近の平均消費性向に

従えば 75 程度の効果にとどまる。両者とも、その後他部門へ波及するため、一

般的にこの数値よりも経済効果は高くなるが13、短期的には経済対策の違いで

各部門の行動が大きく異なることはないと考えられるため14、いずれにしても

両者の効果に差があるという傾向が大きく変わることはないだろう。このため、

経済対策を公共事業中心から家計への所得移転中心に移行するならば、同額の

財政支出であっても経済効果は、短期的には低下することは否定できない。 

 

                                                                        
ドは本誌末尾「主要経済指標 時系列チャート集」５．消費性向を参照。）。なお、経済対策に

おける所得政策をみる場合には、所得の増加分
．．．

のうち消費が増える
．．．

割合をみた「限界消費性向」

を用いる方が正確である。限界消費性向は測定が難しいものであるが、一般的に平均消費性向

よりも低いと考えられている。 
11 さらに、この消費の増加が企業活動を活発化させ増益につながり賃金に波及するという効果

が続くことも考えられる。 
12 原材料の調達など企業間での取引は中間投入とされ基本的にＧＤＰには算入されない。 
13 短期的な景気変動を観察するのに適した短期モデルで経済対策の効果（これを乗数という）

をみると、(1)の公共事業の場合１年目 1.05、２年目 1.54、３年目 1.79、(2)の所得移転の場

合（経済的な効果はおおむね同じであるため所得税減税の場合で代理）１年目 0.23、２年目

0.65、３年目 0.93 となっている。なお、近年、公共投資の乗数が１年目に１以下になってい

るとの指摘もある。これは公債発行により家計部門が将来の増税に備えて消費を控える行動が

生じることが理由の一つと考えられるが、本稿でみた(2)の場合も調達は公債発行によるため

この点では変わらないだろう。 
14 なお、エコポイント制度は、所得移転であるが（実際にはエコポイント基金等を造成する民

間団体への補助金）、耐久財の消費を増加させたと考えられている。特定商品の購入に対して

電子マネー等に交換できるポイントを期限付で付与するという本制度の特徴が家計の行動を

変化させたものと考えられる。本政策については、財政規模が小さい割には相当の経済効果を

生み出したと評価する声がある一方、あくまで将来の需要を「先食い」しただけである、もし

くは他の財サービスの消費を抑制させたというデメリットを指摘する声もある。 
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４．平成 22 年度予算における経済への影響 

平成 22 年度予算の経済効果については、前述のとおり明らかになってはいな

いが、３節の整理をもとに平成 22 年度予算の経済への影響について確認する。 

図表４は、平成 21、22 年度の当初予算における各主要経費について経済性質

別に分類したものである15。縦に主要経費別項目、横に経済性質別項目を記載

しており、各主要経費がどのような性質の支出となり、経済にどのような影響

を与えるかを確認することができる。経済性質別項目のうち「経常支出」や「資

本形成」は、前述の(1)従来の公共事業の場合に、「経常補助金」や「社会扶助

給付」は前述の(2)家計部門への現金給付の場合におおむね相応する。なお、「会

計間重複」は、特別会計等への繰入が主なものであり、これ自体は政府内部の

取引のため、ＧＤＰに影響を与えないが、繰り入れた先の特別会計から支出さ

れる際に、その支出の性格に基づき経済に影響を与えることになる。具体的に

どのような影響を与えるかは、特別会計の経済性質別項目を確認する必要があ

るが、概観すれば、会計間重複として特別会計等に繰り入れられたもののうち、

社会保障関係費のものは主に「社会扶助給付」、公共事業関係費のものは主に「資

本形成」として支出されている16。 

平成 22 年度予算について、政府は「コンクリートから人へ」の理念の下で、

編成したとしている。これを図表４で確認すれば、子ども手当（①の内数）、高

校の実質無償化（②の内数）、農業の個別所得補償（③の内数）の施策を実施す

るため、平成 21 年度当初予算と比較すると大幅に増額されている一方、公共事

業（同④のうち数）の根本的な見直しによって公共事業費は減額されているこ

とが確認できる。子ども手当など増額された施策は、支出の経済性質別でみる

と、社会扶助給付や経常補助金といった所得移転であり、一方で削減された公

共事業費は直接ＧＤＰに影響を与える資本形成であることが分かる。 

つまり、平成 22 年度予算においては、３節で整理した経済効果が高い施策で

ある公共事業から、それと比較して効果が低い施策である所得移転へ歳出の重

点がシフトしており、これにより１単位あたりの財政支出の経済効果は、平成

21 年度当初予算と比較すると薄れる可能性がある。ただし、平成 22 年度予算

は公共事業費の削減以上に所得移転の支出を増加させているため量でカバーさ

れることにはなるだろう。なお、平成 22 年度経済に対する財政支出の経済効果

については、本来、平成 21 年度２次補正予算と比較する必要があるが、平成 

                         
15 本図表作成の都合上一部の経費をまとめている。詳細表の参照先については本稿末尾の付表

に掲載。 
16 詳細は、脚注 15 の付表を参照。 
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22 年度予算は、これと比較すれば、一時的な財政支出が削減された分だけ歳出

規模（量）が小さくなっており、その分経済を押し下げる要因になる。 

 

５．経済対策の中長期的な経済財政への影響 

5-1．経済対策と公的債務残高対ＧＤＰ比の関係 

このように、平成 20 年度以降の経済対策は、世界同時不況の中で、景気下支

えや景気浮揚のため行われ、その経済効果が政府より公表されているが、その

視点はあくまで１～２年程度の短期的なものである。一方、その経済対策の実

施に当たっては、新規の公債が発行されることから、その影響は中長期の経済・

財政に及ぶ。現在、我が国の財政は危機的状況であり、平成 22 年度当初予算ベ

ースで年度末には国及び地方の長期債務残高は対ＧＤＰ比17で 180％を超過す

る見込みである18。このため、経済対策の効果については短期的な経済の押上

げ効果だけでなく、同時にその財政出動が中長期的に経済財政にどのような影

響を与えるかについてもみておく必要がある。 

ここでは、財政健全化の一指標である「公的債務残高対ＧＤＰ比」19をもと

に経済対策の中長期的な経済財政への影響について整理を行う。公的債務残高

対ＧＤＰ比は、一国の経済規模（ＧＤＰ）に対する国・地方の債務の大きさを

測る指標であり、この指標の数値が上昇すれば悪化、下降すれば改善を表す。 

図表５は経済対策と公的債務残高対ＧＤＰ比の関係を単純化したものである。

平成 20 年以降の累次の経済対策では、その財源は基本的に新規に公債を発行す

ることで賄われた。そのとき、新規の公債発行は分子の「公的債務残高」をそ

の金額分を確実に増加させるが、分母の「ＧＤＰ」がどれだけ成長するかは、

その経済対策の効果次第である。 

確かに、１～２年の短期的な視点で見るならば、経済対策が財政支出額に対

してそれ以上のＧＤＰ押上げ効果をもつ(乗数が１以上)ならば公的債務残高対

ＧＤＰ比は改善し、乗数が１以下であれば悪化することになる。これに従えば、

前述のとおり所得移転よりも公共事業などの乗数の高い経済対策を採った方が

当該指標は改善することになるだろう。しかし、中長期を展望する場合には、 

                         
17 本稿において公的債務残高の指標として、国及び地方の長期債務残高を使う。また、公的債

務残高対ＧＤＰ比に用いるＧＤＰは名目ＧＤＰである。 
18 平成 22 年度当初予算ベースの国及び地方の長期債務残高見込み 862.3 兆円÷22 年度政府経

済見通し名目ＧＤＰ額 475.2 兆円×100＝181.5％ 
19 財政健全化指標として、これまで注目されてきた基礎的財政収支（プライマリー・バランス）

や財政収支は単年度の収支を示す「フローの指標」である。一方、公的債務残高対ＧＤＰ比は、

過去の財政収支の赤字による債務の累積を示す「ストックの指標」である。 
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図表５ 経済対策と公的債務残高（対ＧＤＰ比）の関係（イメージ図） 

元利金支払増加

歳出増 累増/累減 金利上昇

（弾性値）

税収増加

歳入増

累増 公的債務残高
財政収支

押上げ ＧＤＰ

追加経済対策

(経済効果)

 
（出所）筆者作成 

 

次の点を考慮する必要がある。 

まず、経済成長は、税収を増加させ歳入を増加させる面がある一方、金利上

昇へと波及して公的債務の元利金支払を増やし歳出を増加させるという面もあ

る点である。我が国の公的債務残高はすでに巨額であるため、経済成長に伴っ

て上昇した金利のインパクトは大きく、元利金支払増による歳出増によって財

政収支が悪化し、当該指標の分子の「公的債務残高」をより膨らませるおそれ

がある20。 

次に、その経済対策が持続的な経済成長に寄与するかという点である。経済

対策による一時的な財政支出はこれを呼び水として民需の自律的な回復を促し、

持続的な経済成長軌道にのせることを期待するものである。しかし、期待どお

りの効果が現れない、もしくは短期的には経済押上げ効果があっても中長期的

には経済成長を阻害するものであるような場合には、中長期的にみて当該指標

の分母の「ＧＤＰ」の増加テンポは鈍くなる。 

 

5-2．シミュレーション分析 

以上の点を踏まえると、経済対策を中長期的な視点でみた場合には、前節の

分子の公的債務残高の増加と分母の経済成長のどちらが大きくなるかが重要と

なる。一般的には前者の方が大きく、公的債務残高対ＧＤＰ比の指標は悪化す

                         
20 ここでは、あくまで経済情勢に基づく金利上昇の経路を記述している。図表５の点線矢印の

ように公的債務残高自体が金利上昇を招くこともある。公的債務残高が巨額になれば、市場に

おける国債の信用が失われることになり、経済情勢とは関係なく金利が上昇するというリスク

も存在する。 
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ると考えられている21。そこで本稿ではモデルを用いて、前述した(1)公共事業

と(2)子ども手当等の家計への現金給付の２つの経済対策について、中長期的な

財政への影響について確認することとする22。ここでは、(1)と(2)にそれぞれ

５兆円を追加した場合（その後も５兆円の支出は継続）を想定し23、モデルの

基準ケース24と比較した。なお、モデル予測の結果には相当の不確実性を伴う

ため、幅をもって解釈する必要がある。 

試算結果は図表６のとおりである。図表６の左側が(1)公共事業５兆円追加の

ケース、右側が(2)家計への現金給付５兆円のケースであり、それぞれ実質ＧＤ

Ｐと公的債務残高対ＧＤＰ比をみた25。 

試算結果によれば、上段の実質ＧＤＰについては、両シミュレーションケー

スとも基準ケースよりも水準は高くなることが示された。平成 32（2020）年度

時点では、(1)公共事業のケースで１％ポイント程度、(2)現金給付のケースで

0.5％ポイント程度高くなる。その反面、下段の財政面では、両シミュレーショ

ンケースとも公的債務残高対ＧＤＰ比は悪化することになる。平成 32（2020）

年度でみると、(1)のケースは５％ポイント程度、(2)のケースでは 20％ポイン

ト程度の悪化である。 

いずれの経済対策とも中長期視点でも経済を押し上げる効果はみられるが、

前述のとおり、公的債務残高対ＧＤＰ比を改善することにはならないことが確

認できる。 

 

                         
21 この点については、蓮見亮「政府支出の増加によって政府債務のＧＤＰ比は減少するか～小

型動学モデルによるシミュレーション分析～」『経済のプリズム』第 68 号（平成 21 年５月）

において小型モデルを用いて考察されている。これによれば、経済対策によって公的債務残高

対ＧＤＰ比が悪化しないのは、税収弾性値を１よりも高目に設定し、かつ物価の名目金利に対

する波及経路を遮断するという特殊な条件下でしか起こりえないとしている。 
22 シミュレーションに用いたモデルは、446 本の方程式（うち推定式 96 本）からなるマクロ経

済モデルである。 
23 シミュレーション期間は平成 22(2010)年度から平成 32(2020)年度まで。なお、５兆円の金

額は経済財政への影響度合いを分かりやすくするために置いた仮定値である。仮に１兆円の影

響を見るのであれば本推定結果を1/5にしたものが、その効果・影響と解釈することができる。 
24 モデルの基準ケースの基本的な考えは、現在の経済・財政状況と変わりがない場合、将来ど

のような経済・財政の姿を描くのかをみることが主眼である。具体的な前提条件は次のとおり。

①経済情勢：平成 21、22 年度の経済見通しは直近の民間予測等の予測値を参考にして設定。

海外経済は順調回復を想定。労働参加率は足下横ばいを想定。②歳入：消費税率の引上げは実

施しない。なお、既に決まっている扶養控除(年少部分)の廃止等は反映。③社会保障関係以外

の歳出：平成 25 年度までは、平成 22 年度当初予算に準じる形で先延ばし。平成 26 年度以降

は名目経済成長率で増減。④社会保障関係歳出：子ども手当は平成 22 年度予算と同額で先延

ばし。それ以外はモデルから導き出される額。なお、基準ケースは補論参照。 
25 本稿末尾に付図としてそれぞれのシミュレーションケースにおける名目ＧＤＰ、ＧＤＰギャ

ップ、基礎的財政収支対ＧＤＰ比のグラフを掲載した。 
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図表６ 経済対策の中長期的な財政への影響（モデル試算） 

(1)公共事業５兆円追加ケース        (2)現金給付５兆円追加ケース 
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（注）乖離率＝（シミュレーションケース－基準ケース）／基準ケース×100 

乖離差＝シミュレーションケース－基準ケース 

 

６．おわりに 

本稿では、経済対策の効果について、平成 20 年度以降の累次の経済対策と平

成 22 年度予算における効果を整理するとともに、短期と中長期の視点から経済

効果の波及経路の整理とモデルによるシミュレーション分析を行った。経済対

策としては、(1)公共事業と(2)家計への現金給付の２つを取り上げた。 

その内容をまとめれば、短期、中長期いずれの視点においても、両者の政策

には、程度の違いはあるが、経済押上げ効果が確認できる。一方、中長期的な
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財政への影響では、いずれの施策も財政を悪化させることになり、巨額の公的

債務をさらに膨らませることになる。 

我が国財政は、経常的な赤字の継続と巨額な公的債務残高を抱え、経済成長

が緩やかな中で、将来もシミュレーションの基準ケースが示すように財政状況

が大幅に改善することは見込まれない。こうした中にあって、追加的な経済対

策に振り向ける財政上の余裕はない状況である。 

しかし、景気変動は周期的なものであり、今後、今回の世界同時不況のよう

に財政出動が避けられない事態も生じる可能性があろう。その場合には、経済

対策は公的債務を膨らませて実施するものであることを踏まえ、短期のみなら

ず中長期的にも経済成長に資するようできる限り効果的な施策に投下すること

が望ましいだろう。例えば、経済成長の源泉は、資本、労働、技術進歩の３要

素であり、人口減少社会では、特に労働の量・質の確保が求められる。これに

は女性労働力の活用や将来の人的資質の向上が必要であり、そのための保育所

設営や教育の充実などへの公的支出は、短期にも中長期にも効果が現れるもの

となろう。 

そして、経済対策の策定時には、従来からの短期的な効果の試算と同時に、

中長期的な経済財政への効果・影響も試算をし、その両方の効果を比較考量し

ながら対策の必要性を議論することが求められる。 

（内線 75043） 
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補論 モデルにおける基準ケースと前提条件 

 

本稿で使用したモデルは、５～10年程度先までの中期の視点で構築されてお

り、主に財政関連の分析に向いている26。基礎的財政収支(ＰＢ)や公的債務残

高の見通しを経済成長率や物価など経済環境を踏まえながら検証することが可

能である。 

本モデルは、(1)需要部門を中心とした「ケインズ型」であり、(2)財政部門

が詳細に記述されている（全方程式数446本、うち財政部門195本）。これは、詳

細な財政部門を持つが生産性を重視した「供給主導型」の内閣府モデルとも異

なり、またケインズ型であるが財政部門の方程式の本数が少ない民間のモデル

とも異なっており、本モデルの大きな特徴である。 

本稿で比較対象とした「基準ケース」は、ある一定の前提条件を設定して、

2020年度までの経済財政を展望したものである。この前提条件の一部を変更す

ることで各種シミュレーションが行うことができ、その結果をこの基準ケース

と比較することによって、政策の効果・影響を観察することができる。 

基準ケースの前提条件の設定についての基本的な考えは、(1)現時点における

経済情勢の認識を前提とし、(2)将来の財政支出は現在と変更がない場合、経

済・財政はどのような軌跡を描くのかをみることが主眼である。前提条件が違

えば当然に基準ケースは変わるため、この基準ケースは唯一のものではない点

に注意が必要である。 

具体的な前提条件とそれに基づく基準ケースは補論図表のとおりである。 

ＧＤＰについては、2010年度以降、実質ＧＤＰは平均1.2％程度、名目ＧＤＰ

は平均0.6％程度の成長を示し、10年後の2020年度においては、実質ＧＤＰは

616.4兆円程度、名目ＧＤＰは511.2兆円程度になると見込まれる。また、ＧＤ

Ｐギャップも2010年度以降は回復を示し、2009年度の▲6.6％程度から2020年度

には▲1.1％程度まで改善する見通しである。 

一方、財政状況は引き続き厳しく、国・地方の基礎的財政収支対ＧＤＰ比は、

2009年度の▲8.6％程度から改善するものの、▲５％程度以上に赤字解消は進ま

ずその後はトレンドとして緩やかに悪化へ向かうと見られる。このように基礎

的財政収支の赤字が残ることから、公的債務残高対ＧＤＰ比は悪化していくこ

とになる。基準ケースでは2013年度に200％程度となり、2020年度では270％程

度まで膨らむことが見込まれている。 

                         
26 一方、短期（四半期）モデルは１～２年程度先を視野に置き、円高、原油高、金融政策、景

気対策など外部環境の変化によって経済にどのような影響を与えるかの分析に向いている。 
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なお、この財政展望は、一般的な見方と比べるとやや弱めに推移している。

これは基準ケースにおける名目ＧＤＰの見通しが弱めであることが要因の一つ

と考えられる。足下の人々の期待物価上昇率は下がっていないので27、名目成

長率見通しはやや上振れする可能性があり、財政の見通しはもう少し楽観的に

捉えることもできるが、この先もデフレが継続するようなことがあれば、基準

ケースの描く姿に現実味が増してくるだろう。 

 

補論図表 中期モデルによる基準ケースと前提条件 
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<<前提条件>> 

①経済情勢：2009、2010年度の経済見通しは直近の民間予測等の予測値を参考。

海外経済は順調回復。労働参加率は足下横ばい。 

②歳入：消費税率の引上げは実施しない。既に決まっている扶養控除(年少部分)

の廃止等は反映。 

③社会保障関係以外の歳出：2013年度までは2010年度当初予算に準じる形で先延

ばし。2014年度以降は名目経済成長率で増減。 

④社会保障関係歳出：子ども手当は2010年度予算と同額。それ以外はモデルから

導き出される金額。 

 

 

 

                         
27 ５年後の物価の見方について「＋２％程度」という意見が多い（日本銀行｢生活意識に関す

るアンケート調査(第 41 回)｣(平成 22 年４月１日)）。 
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付図 経済対策の中長期的な財政への影響（モデル試算） 
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(2)家計直接支援５兆円追加ケース 
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付表 予算における主要経費別経済性質別歳出内訳詳細表 

参議院ホームページ（http://www.sangiin.go.jp）［トップ＞調査室作成資料＞経済の

プリズム＞各号別索引］を参照。 

 


